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１．はじめに 

2050 年までに世界の温室効果ガスの排出量を半減する

という目標が現在国際的に共有されつつあるが、その実現

は決して容易なことではない。 

本研究では、2035 年までの世界のエネルギー需給を試

算した研究結果（別途 14-2 として発表）に基づき、その

モデル計算を更に 2050 年まで延長し、低炭素化のために

必要な技術導入の最大限のポテンシャルを見込むことに

より、2050 年の低炭素社会の実現可能性を探るとともに、

低炭素化の手段を最大限実現した場合のエネルギー需給

の姿を描くことを試みた。 

２．前提条件・ケース設定等 

本研究の前提条件として、2035 年までの将来は発表

14-2 における試算の前提と同一とし、その延長として

2050 年までの世界の社会・経済の各指標が推移すると想

定した。また、ケース設定としては発表 14-2 と同様、過

去の趨勢と現在までのエネルギー・環境政策等を織り込ん

だ「レファレンスケース」と、省エネルギー・CO2 削減対

策の最大限の普及を見込んだ「技術進展ケース」の 2つの

ケースについて分析した。 

３．試算結果の概要 

世界の一次エネルギー消費はレファレンスケースでは

2008年の石油換算 113億トンから 2050年には同 206億ト

ン(2008 年比 1.8 倍増)へ 92 億トン拡大する。その大部分

は途上国におけるものである。また、世界の CO2排出量は

2008 年の 294 億トンから 2050 年には 500 億トンへ約 1.7

倍増加する。中でもアジアのCO2排出量は2008年から2050

年にかけて 13 億トン増加し、世界の CO2排出増加量の約 7

割を占める。 

これに対し、技術進展ケースでは、世界の一次エネルギ

ー消費は 2050 年付近でほぼピークアウトし、2050 年には

56 億トン(27％)の削減が見込まれる。また、2050 年の先

進国の CO2排出量は 2008 年比 75％減、途上国は同 17％減

となり、世界計では同 41％減少する。削減の 4 割は省エ

ネルギーによってなされる。また CCS を考慮しない場合は

世界計で同 7％の減少にしかならず、大幅な削減のために

はあらゆる手段の総動員が必要であることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 技術別 CO2削減量の内訳 

 

世界の CO2大幅削減実現には、省エネと電力の低炭素化

が重要である。特に発電部門では、先進国、途上国ともに、

電源をゼロ・エミッション化することが必要となる。地域

別に見ると、中国、インドなどアジア途上国における CO2

排出削減が鍵を握る。 

技術進展ケースでは、化石燃料の消費量は 2035 年にピ

ークアウトするが、化石燃料は 2050 年にも依然として世

界のエネルギー消費の大半を占めるため、化石燃料の有効

利用、安定供給確保が重要となる。特に天然ガスの消費量

は 2050 年に向けて引き続き拡大する。 

今回の試算でも 2050 年に CO2半減には至っていない。

これを実現するためには、省エネ等において本試算の想定

以上に新たな革新的技術の開発・普及が必要となる。 
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